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ブルガリア月報【２０２０年０２月】 

令和２年３月 

在ブルガリア日本国大使館 

概観 

【内政・社会】 

・４日，ラデフ大統領による政府不信任宣言の発表。 

・２４日，新型コロナウイルス対策センターの設立。 

【外 政】 

・５日，ボリソフ首相，フォン・デア・ライエン欧州委員会委員長との会談。 

・１０日，ボリソフ首相，パーマー国務次官補との会談。 

・１５日，ボリソフ首相，ミュンヘン安全保障会議出席。 

【経 済】

・２０１９年第４四半期の家計状況の発表。

・２０１９年第４四半期の経済動向の発表。

・石炭火力発電所運用継続の可決。

・ユーロ導入に向けた様々な法律の発効。

この月報はブルガリア各種メディアの報道等をとりまとめたものであり，在ブルガリア日本大使館の意見や判断を反映するものではあ

りません。

内政 

◆ラデフ大統領による政府不信任宣言 

４日，ラデフ大統領は記者会見を開き，第３次

ボリソフ内閣に対する信任を取り下げる旨発表

した。記者会見におけるラデフ大統領発言の概

要は以下のとおり。 

３年間に亘り，政府に対し，ブルガリア国民の

利益のために責任感を持って効果的に業務に

臨むよう求めて来た。政敵としてではなく，ブル

ガリアの将来を思う元首としての行為である。

残念ながら，この願いは実現に至らなかった。

今日，我々は，あらゆるレベルにおける政権運

営の深刻な危機を目撃している。改革及び汚職

との闘いへ向けた意思の欠如，法律とモラルの

組織的違反は，ブルガリアの歴史上例を見ない

社会制度及び国家機関全体の麻痺をもたらし

た。 

独立し法律を遵守すべき国家機関は，政権の

手先となって堂々と法を犯し，異を唱え抗議す

る人々を脅している。市民の自由に対する組織

的攻撃が存在する。これら全てに終止符を打た

ねばならない。今日のこの日以降，ブルガリア

国民の利益のために動くことなく，我々の将来

に対する大きな危機に関する責任をとらないこ

の政府に対する信任を，正式に取り下げる。 

同日，ボリソフ首相は，記者からの質問に答え，

「大統領が政府を選ぶ訳ではない。もともと存

在しないもの（大統領による信任）をどうやって

取り下げるというのか」と述べ，「合法的な方法

で選挙で勝った連立政権に対しそのような発言

をすること自体が，権力分立に反する直接干渉

である」等と述べ，「自分は既に（ラデフ大統領

の政府批判が過熱した）昨年１２月に，ラデフ大

統領を国民統一のシンボルとしての大統領とは

認めないと述べており，既にその時に大統領に

対する信任を取り下げている」と述べた。 

 

◆スペイン日刊紙によるボリソフ首相に関する

マネロン疑惑報道 

２１日付スペインの「El Periodico」紙は，大きな
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紙面を割き，カタルーニャ警察が，マネーロンダ

リングの疑いがあるとして，バルセロナのある

邸宅に関する事実関係の捜査を開始したことを

明らかにした。 

このバルセロナの邸宅は，ブルガリアにおい

ても２０１５年に「ヤネヴァ・ゲート」の下で有名

になった家屋である。当時，ブルガリアの裁判

官であるヤネヴァ氏の電話の盗聴記録が公開

され，同電話の会話において，ヤネヴァ裁判官

が当該バルセロナの邸宅は資金源不明の企業

により購入されたものであり，邸宅の名義はブ

ルガリアのモデルであるボリスラヴァ・ヨンチェ

ヴァとなっている旨述べている。このヨンチェヴ

ァ氏はボリソフ首相の愛人という噂のあった人

物である。 

同記事は「カタルーニャ警察及び対汚職検察

は，ボイコ・ボリソフ・ブルガリア首相を，国際的

マネーロンダリング計画への関与の疑いで捜

査」との一文で始まっている。同記事によれば，

カタルーニャ警察は，ボリスラヴァ・ヨンチェヴァ

氏を最大の恩恵者とするマネーロンダリングの

犯罪組織に関する説得力ある証拠を有しており，

ヨンチェヴァ氏とボリソフ首相との関係について

も注意深く調査しているという。 

ま た , ２ ４ 日 ， ブ ル ガ リ ア の 検 察は ， 「 El 

Periodico」紙の記事に関する調査を開始し，ボ

リソフ首相を含め当該記事の中で言及のある人

物への聞き取りを行うと発表し，また，スペイン

当局から公式な情報を要求すると述べた。 

 

◆新型コロナウイルス対策センター設立等 

２４日，ブルガリア閣僚評議会安全保障会議

は軍医アカデミー（Military Medical Academy（Ｍ

ＭＡ）学長を長とする，新型コロナウイルス対策

センター設立を決定した。 

ボリソフ首相は，「誰もが衛生上の標準的なル

ールを守り，リスクの高い地域に旅行した者は

１４日間隔離すべきである」と述べた。 

政府は，空港や国境の入国管理関係者のた

めの防護服や検疫用の携帯式サーマルカメラ

等の供給を決定。また，今後大勢が参加するイ

ベントの開催を制限することを決定した。なお，

ブルガリアには現在２，０００セットの検査キット

があり，更に１，０００セットが追加で到着見込

みとのこと。 

イタリア国内の感染が多く確認されている各地

域には計約１５，０００人のブルガリア人が在留

している。 

 

統計 

◆２月世論調査結果 

２月に世論調査機関「ＴＲＥＮＤ」が行った世論

調査結果を発表したところ，概要以下のとおり

（調査期間：２月３日ー１０日，対象：１，００７

人）。 

政府支持率 

 政府支持率は横ばいの２８％。 

大統領支持率 

 大統領支持率は５１％（１月時点：５６％）で低

下傾向を示し，不支持率は３０％（１月時点：２

８％）に上昇。大統領支持率低下・不支持率上

昇の背景には，空軍司令官との電話会談の盗

聴記録の公開があると考えられる。 

検事総長支持率 

 検事総長に対する支持率は２８％で，昨年１１

月時点の２１％から大幅に上昇。通常，新検事

総長就任に際しては支持率上昇が観測される

が，同点に加え，新検事総長の年始からの精

力的活動も影響したと考えられる。 

閣僚支持率 

（１）閣僚の中で最も高い支持を誇るのはドンチ

ェフ副首相（３０％），クラレフ青年スポーツ大臣

（２７％），ザハリエヴァ副首相兼外務大臣（２

６％）及びマリノフ内務大臣（２５％）。 

（２）最も支持率が低かったのは，サチェヴァ労

働・社会政策大臣（１２％），キリロフ法務大臣

（１２％），ニコロヴァ副首相（１３％），カラニコロ

フ経済大臣（１３％），ジェリャズコフ運輸・情報

技術・通信大臣（１４％）。 

政党支持率 
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（１）現時点で議会選挙が行われた場合，議席

を獲得出来るのは，ＧＥＲＢ，社会党（ＢＳＰ），

「There is such nation」（元人気司会者スラヴィ

による新党），「権利と自由のための運動（ＭＲ

Ｆ）」，民主的ブルガリア（ＤＢ）の５党，ＶＭＲＯ

の議会入りは不透明。 

（２）各党支持率 

 ＧＥＲＢ         ２０．３％ 

 ＢＳＰ          １８．１％ 

 「There is such nation」  ７．１％ 

 ＭＲＦ           ６．７％ 

 ＤＢ            ４．０％ 

 ＶＭＲＯ          ２．６％ 

 ヴォリャ          １．３％ 

 再生            １．１％ 

 アタッカ          １．０％（了） 

 

外交 

１. ブルガリア・米関係 

◆特別刑事裁判所裁判官の米国入国禁止措

置 

５日，米国務省は，ブルガリア特別刑事裁判

所のアントン・ミタロフ裁判官を，重大な汚職へ

の関与を理由に米国への入国不適格者として

指定した。 

同指定は，国務省海外業務及び関連プログラ

ム法第７０３１（ｃ）節の下で行われ，ミタロフ氏

の他，その妻コルネリア・ストイコヴァ-ミタロヴ

ァ及びその娘であるゲルガナ・ミタロヴァも（入

国不適格者として）指定される。これは，ブルガ

リアにおける初めての同種の指定である。 

ミタロフ氏は，既にスパイ容疑で起訴されてい

たニコライ・マリノフ親露ＮＧＯ代表に，ロシアか

らの勲章受領を目的とするロシア渡航を許可し

た裁判官である。この問題については，昨年１

１月のボリソフ首相の訪米中に協議されてい

た。 

 

◆パーマー米国務次官補とボリソフ首相会談 

１０日，ボリソフ首相は，パーマー米国務次官

補（欧州・ユーラシア担当）と会談を行った。ボリ

ソフ首相は，ブルガリアと米国は同盟国且つ戦

略的パートナーであり，両国間の協力は，二国

間関係だけでなく，NATO 及び EU・米関係にお

いても拡大しており，二国間対話にとり，安全保

障と防衛が重要な要素であると述べ，NATO 等

での両国軍による合同演習への参加に言及し，

ブルガリアによる F-16 Block 70 戦闘機の 8 機

購入は，ブルガリア空軍の近代化へ向けた大き

なステップであると説明した。 

同会談では，ブルガリア・米国間の経済交流

の促進が２番目の焦点となった。ボリソフ首相

は，ブルガリアの米国査証免除プログラム

（VWP）参加は，新たな経済協力関係への道を

開き，人々の交流を強化すると述べた。二国間

貿易に関し，２０１８年の同期比で，２０１９年１

月～９月間の貿易高の３．７％増を受け，両国

は貿易における着実な増加を確認し，また，両

国はエネルギー分野での二国間協力を積極的

に評価し，同協力は，ブルガリアのエネルギー

安全保障とエネルギー源及び供給ルートの多

様化に貢献すると説明した。 

また，両者は，西バルカン諸国の欧州・大西洋

統合についても協議した。ボリソフ首相は，EU

及び NATO 加盟の現実的な見通しが，同地域

の積極的な変革の重要な原動力であると述べ，

NATO と EU が緊密に協力すべきと述べた。 

 

２． ブルガリア・EU 関係 

◆ボリソフ首相のベルギー訪問：フォン・デア・

ライエン欧州委員会委員長との会談 

５日，ベルギーに実務訪問中のボリソフ首相

が，フォン・デア・ライエン欧州委員会委員長と

会談を行った。会談の焦点となった気候変動に

関し，ボリソフ首相は，気候変動は世界的問題

であり，全ての国からの取組みが必要との欧州

委員会の立場をブルガリアは共有していると述

べつつ，ブルガリアを含め，エネルギーミックス

に石炭が多く占める国にとり，気候中立性への

移行には多大な投資と積極的な社会的措置が
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必要になる旨説明し，確実な移行のため，多く

の資源と大規模な多年次財政枠組み（MFF）が

必要であると述べた。 

ボリソフ首相及びフォン・デア・ライエン委員長

は，「協力・検証メカニズム（CVM）」の基準を満

たすためのブルガリアの積極的な努力を確認し

た。ボリソフ首相は，２０１９年１０月の最新の

CVM レポートでの客観的な評価に感謝しつつ，

今後も腐敗・組織犯罪との戦い及び持続的且つ

不可逆的な司法改革に関与すると説明し，EU

が CVM の完了につき正式な決定を下すことを

期待すると述べた。 

ボリソフ首相は，EU の西バルカンに対する積

極的な取組みを賞賛し，ＥＵ拡大政策は同地域

の平和や安定，安全のための重要な手段であ

る等と述べた。 

 

◆ボリソフ首相のベルギー訪問：ミシェル欧州

理事会議長との会談 

６日，ベルギーに実務訪問中のボリソフ首相

は，今月の特別欧州理事会に先立ち，ミシェル

欧州理事会議長と会談した。 

ボリソフ首相とミシェル欧州理事会議長は，２

０２１年～２０２７年に亘る多年次財政枠組み

（MFF）について協議し，ボリソフ首相は，EU の

財政支援は EU 加盟国の原動力であり，同財政

支援による EU の結束政策及び共通農業政策

（CAP）は付加価値を生み， EU 市民にとり具体

的な結果を出したと述べた。 

ボリソフ首相は，気候中立性達成に関し，目的

の違いを理由に，包括的な気候中立性への移

行策を結束政策に関連づけるべきでないと説

明した。同首相は，記者からの質問に対し，国

内の火力発電の６０％を石炭発電に依存してい

るブルガリアにとり，EU のグリーン・ディールは

重要な問題であり，EU の化石燃料発電を段階

的に廃止する計画を考慮すると，多大な努力を

要することになると説明した。また，ボリソフ首

相は，EU の高官は，２０２１年～２０２７年に亘

る多年次財政枠組み（MFF）からの割当ての合

計１４０億ユーロで同問題を解決可能としている

が，右予算はインフラや中小企業対策，教育に

も使われるため，難解な局面にあると述べた。 

また，ボリソフ首相は，会談において，EU の西

バルカンに対する積極的な活動を歓迎した。 

 

３． その他 

◆ボリソフ首相等のミュンヘン安全保障会議出

席 

１５日，ボリソフ首相及びザハリエヴァ副首相

兼外相は，ミュンヘン安全保障会議に出席し

た。 

米国査証免除プログラム（VWP）参加問題に関

し,ミュンヘン訪問中のボリソフ首相は，米国査

証に関する記者団からの質問に対し，「トランプ

大統領は（査証免除を）約束した。まずは米で

の選挙の行方を見守ろうではないか。もしトラン

プ大統領が再選されれば，査証免除プロセス

は必ず完了するだろう。トランプ大統領は男とし

て約束したのであり，今米国から同分野の米国

政府幹部がブルガリアに派遣されているのは

偶然ではない」と述べた。また，ボリソフ首相は，

カナダへの査証免除が実現して２年が経過す

るが，カナダとの関係では一切問題は生じてい

ない点を強調した。 

同じくミュンヘン安全保障会議に出席している

ザハリエヴァ副首相兼外相は，クーパー米国務

次官補（政務・防衛担当）と会談し，査証制度は

現在のブルガリア・米間の良好な二国間関係に

見合っていないとし，ブルガリアの VWP 参加は

両国の経済・投資関係の一層の活発化に貢献

すると主張した。 

また,西バルカン問題に関し,ボリソフ首相は，

北マケドニアとアルバニアに対し，国内の政治

紛争を脇に置き，自国の欧州統合へ向けた歩

みに集中するよう呼びかけた。 

また，ボリソフ首相は，アルビン・クルティ・コソ

ボ首相とも会談し，コソボの新政府がセルビア

との関係正常化に必要な条件を創出することへ

の期待を示した。また，ボリソフ首相は，ブルガ
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リアとコソボの間には未解決の問題は存在しな

い点を強調した。また，ボリソフ首相は，２０１９

年におけるブルガリアからコソボに対する無償

資金協力９４，０００レヴァ（約４７，０００ユーロ）

は，ブルガリアによるコソボの欧州統合に対す

る支持の一例であると述べた。 

 

◆ザハリエヴァ外相の西バルカン諸国の欧州

統合に関するハイレベル会合の出席（ギリシ

ャ） 

２４日，ザハリエヴァ副首相兼外相は，西バル

カン諸国の欧州統合への展望に関するハイレ

ベル会合「テッサロニキからザグレブへ」に出席

した。 

同フォーラムには，クロアチア，スロベニア，モ

ンテネグロ，北マケドニア，コソボ，アルバニア，

セルビアの外務大臣及びボスニアヘルツェゴビ

ナの外務副大臣，ルーマニアの欧州問題事務

次官が出席し，また，欧州委員会を代表して，

シュミット・欧州対外行動局事務局長及びマザノ

ヴァ・近隣政策及び拡大交渉副局長が参加した。

なお，マイオ・イタリア外相は，同国における新

型コロナウイルスの感染拡大を受け，同出席を

取り下げた。 

ザハリエヴァ外相は，ブルガリアは，引き続き

西バルカンの EU 統合を支援すると述べた。同

外相は，西バルカン諸国の頭脳流出リスクにつ

いて懸念を示し，自国に留まるための若者への

質の高い教育及びキャリア開発の土壌の醸成

含め，政府は市民の生活向上のため尽力する

必要があると述べた。また，今年ザグレブで開

催される西バルカン・EU サミットに向けて，加盟

国に対し，アルバニア及び北マケドニアの加盟

交渉開始の約束を遵守するよう呼び掛けた。 

シュミット・欧州対外行動局事務局長及びマザ

ノヴァ・近隣政策及び拡大交渉副局長は，アル

バニア及び北マケドニアの加盟交渉を開始す

べきである旨を強調し，同内容は，来週公表さ

れる両国の EU 加盟へ向けた進展に関する年

次報告書の結論に反映されると指摘した。 

 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

経済 

１． マクロ経済 

◆２０１９年第４四半期家計状況 

１２日，ディミトロフ・ブルガリア独立労働組合

連合（ＣＩＴＵＢ）会長他は，２０１９年第４四半期

の家計状況調査に関する記者会見を行った。 

２０１９年の第４四半期において，４人家族（大

人２人と子供２人）が１ヶ月暮らすための生活費

は，２，５１７レヴァ，一人当たり平均６２９．３３

レヴァであり，大人一人が１，２５９レヴァ稼ぐ必

要がある。同期間の平均ネット賃金は９６９レヴ

ァ。これは生活費の基準値を２３％下回り，また，

６８％の世帯が同基準値を下回る生活をしてい

る（２０１８年は６９．８％，２０１７年は７２．２％）。

なお，ソフィアの生活費は３，３１２レヴァで，一

人当たり８１２レヴァとなった。 

ディミトロフＣＩＴＵＢ会長は，減少傾向にあると

はしつつ，７割の世帯は生活費の基準値を下回

る生活をしていると述べ，また，貧困者の数は

増加の一途を辿り，約２５％が貧困層に当たり，

２０１９年は１８０万人のブルガリア人が貧困線

以下の収入を受け取り，そのうち１３０万人が年

金受給者であったと説明した。 

また，地域所得格差が引き続き存在しており，

ソフィア市だけでＧＤＰの４０．４％を占め，ソフィ

ア，ヴァルナ，ブルガス，スタラザゴラ，プロヴ

ディフの５つの地域の合計はＧＤＰの約三分の

二を占めた。他方，ヴィンディン地方の平均賃

金は基準値の３５％であり，所得額最下位とな

った。 

 

◆経済成長率予測 

１３日，欧州委員会は，昨年１１月に出してい

た２０２０年におけるブルガリアの経済成長予測



 ６ 

を３．０％から２．９％に下方修正した。 

他方，２０１９年におけるブルガリアの経済成

長率は１％上昇し，３．７％に引き上げられた。

これは，経済成長率が２０１８年の３．１％から

加速的に上昇したことを示している。また，欧州

委員会は，２０２１年の経済成長予測も２．９％

から３．１％に上方修正した。 

欧州委員会は，２０１９年の財政状況は引き続

き好意的であり，製造業の稼働率も高かったが，

ＧＤＰ成長に対する投資の貢献は限定的となっ

た。また，輸出は，外国需要の悪化によるネガ

ティブな影響があり，更に不安定化している。輸

入は，在庫縮小と製造機械への投資縮小によ

って減少した。 

 

◆平均賃金の上昇 

１３日，国家統計局は，２０１９年第４四半期に

おける一ヶ月の平均月収が第３四半期よりも５．

１％上昇し，１３１３レヴァ（約６５６ユーロ）にな

った旨発表した。 

最も伸び率が高かったのが教育分野の１４．

８％であり，金融・保険の９．２％，電気・ガス分

野の９．１％がこれに続いた。月毎で見ると，１

０月が１２９６レヴァ，１１月が１２９４レヴァ，１２

月が１３４９レヴァであった。 

昨年と比べると，公共部門では１２．２％，民間

部門では１２．１％の伸びであった。２０１９年１

２月末の雇用者数は，前年同時期比で２３７００

人，１％減少し，２２９万人であった。年間を通じ

ての雇用者数は，２６００人，０．１％減少した。 

 

◆２０１９年第４四半期経済動向 

国家統計局は，２０１９年第４四半期の経済成

長率は，昨年同時期比３．５％増，前四半期比

０．７％増であると発表した。それによると，名

目ＧＤＰは，前四半期比０．６％増の３２３億７２

４０万レヴァ（約１６６億１２３万ユーロ）であり，

貿易収支も黒字を記録した。 

２０１９年第４四半期の失業率は４．１％であり，

昨年同時期に比べ０．６％減少した。失業者数

は１３万８５００人であり，このうち男性が５８．

２％，女性が４１．８％であった。学歴別では，

大卒が９．５％，高卒が４５．９％，中卒以下が４

４．６％であった。１５～２９歳の失業率は６．

７％であり，前年同時期比で０．７％減少した。 

本年１月のインフレ率は，０．９％であった。２

０１９年２月～２０２０年１月のインフレ率は，前

年と比べ３．２％であった。 

 

２．経済政策，産業 

（１）エネルギー関連 

◆石炭火力発電所の運用継続 

ブルガリア国民議会は，国が保有する石炭火

力発電所を引き続き運用するための決議案を

賛成多数で可決した。同決議によって，政府は

２月２９日までにマリッツァ・イースト２石炭火力

発電所の運用のために全ての必要な措置を執

ることが求められる。 

議会においてペトコヴァ・エネルギー大臣は，

少なくとも２０３０年までは石炭火力発電所を継

続して運用していくとしつつ，石炭火力無しには

当面ブルガリア国内のエネルギー供給を安定

的に維持することは不可能であり，基幹的な発

電施設として依存するしかない旨述べた。 

また，同大臣は，ブルガリアの発電量のうち，

石炭火力の割合は，通常４０％程度であるが，

冬期においては６０％程度まで上昇していると

しつつ，取り分け２０１７年の冬は酷寒のために

ブルガリアの周辺国が電力の輸出を断念した

際，ブルガリアの石炭火力発電所とコズロデュ

イ原発がこれらの需要を埋めたという経緯があ

る旨述べた。 

 

◆ベレネ原子力発電所建設計画 

ベレネ原子力発電所建設計画に参加するか

否かの企業からの回答が１月３１日で締め切ら

れたが，①中国の「ＣＮＮＣ (China National 

Nuclear Corporation）」，②ロシアの「アトムエネ

ルゴプロム」（ロスアトムの子会社），③韓国の

「ＫＨＮＰ（Hydro & Nuclear Power Co.Ltd）」，④
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フランスの「フラマトム」及び⑤米の「ＧＥ」のうち，

今のところ，中国とロシアとの熾烈な争いにな

る公算が大きい。 

欧州での実績からするとロスアトムは，フィン

ランド，ハンガリーに続いてチェコにおいても原

子力発電所の建設を受注している。これに対し，

ＣＮＮＣは，これまでに欧州での実績はない。し

かし，既に英国の Hinckley Point の原発事業に

対して３３．５％の出資を行っている。ＫＨＮＰは，

そもそもベレネ原発の原子炉であるロシア型加

圧水型原子炉（ＶＶＥＲ）を手掛けた経験が無く，

回答の提出に際しても同時に質問事項も送付し

ている。このため，ＫＨＮＰは，最終的に参入企

業から脱落する可能性がある。ＧＥ及びフラマト

ムは，主に機材供給を担当すると見られてい

る。 

今後の展開として，最も考えられるのは，ロス

アトム＋ＧＥ・フラマトムの組み合わせである。

ロスアトムは，既に米企業と１１案件を実施した

経験があり，フラマトムともパートナーの関係に

ある。その他の可能性としては，ＣＮＮＣとＧＥ・

フラマトムの組み合わせか，或いは，ロスアトム

とＣＮＮＣとの共同プロジェクトという組み合わ

せもあろうが，実現する可能性はかなり低いで

あろう。 

 

◆ガスプロムとのガス価格交渉 

ブルガルガスとガスプロムは，欧州委員会に

よるロシアのガス供給企業に対する独占禁止

措置を踏まえ，ウィーンにおいてロシア産天然

ガスの価格引き下げ交渉を行っている。現在の

割引率は，現行価格の１５％から３０％の間で

あるが，これは遡及効果のある取引になる見込

みである。このプロセスは，ブルガリア経済にと

って極めて重要であるにも拘わらず，情報は殆

ど開示されていない。これは，ブルガリア側当

事者がガスプロムから最大の利益を引き出そう

とはしていないのではないかとの疑念を抱かせ

る。ブルガリアは，ガスプロムと価格再交渉を行

ってこなかった唯一の国であり，最も高額な料

金でロシア産天然ガスを購入している。 

ブルガリア雇用主協会（ＡＯＢＥ：Association of 

Organizations of Bulgarian Employers）は，国民

議会が政府にマリッツァ・イースト２石炭火力発

電所の延命を強制したことに対して，欧州委員

会を脅すような行為であると厳しい見方を示し

た。１月３１日，議会は，ブリュッセルの支援無し

に，１５億レヴァ（約７．５億ユーロ）を超える負

債を抱える施設に出資する権限を政府に付与

した。ＡＯＢＥは，ボリソフ首相，ドンチェフ副首

相及びペトコヴァ・エネルギー大臣に対して，こ

れは欧州の政策に逆行する反市場措置である

との書簡を提出した。 

ブルガリアの電力輸入量は，引き続き輸出量

を上回っている。本年１月１日から２月２日まで

の電力輸入量は，５７万ＭＷｈであり，昨年比１

０８％である。これに対して，電力輸出量は，２

０１９年１月から３４％低下し，５１ＭＷｈになって

いる。これは，ブルガリアの電力が高額である

ため，企業側が安い電力の輸入を好んでいるこ

とを示唆している。なお，今年は暖冬のために

電力消費量が４．５％低下し，発電量も減ってい

る。 

 

（２）運輸，インフラ 

◆電気自動車充電スタンド 

ルーマニアの燃料供給企業「ペトロム」は，今

後２年間でブルガリア及びルーマニアにおける

３０カ所のガソリンスタンドに電気自動車のため

の充電スタンドを整備する旨発表した。 

ペトロムは，ルーマニア最大の燃料供給企業

であり，モルドヴァ，セルビア及びブルガリアに

ガソリンスタンドを保有しているところ，これらの

スタンドにおいて充電スタンドの設置を開始す

る。同社によれば，既に機材供給業者の選定を

終えているが，秘密保持との関係で未だ公表は

出来ないとしている。 

同社は，各ガソリンスタンドに対し，需要に応じ

て１カ所以上の充電スタンドを設置する予定に

している。今のところ，ブカレストにおいてはＯ
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ＭＶガソリンスタンドの１カ所にしか充電スタンド

はない。同社は，ペトロム及びＯＭＶの名称で４

カ国に７００カ所のスタンドを保有しており，ブル

ガリアでは９３カ所のＯＭＶを保有している。 

 

３．その他 

◆ボシュコフ他逮捕 

２日，アラブ首長国連邦にて，賭博業界の大

物且つサッカークラブ「レフスキーPFC」の主出

資者のボシュコフと同サッカークラブの８５％の

株を所有するポポフの拘束が公式に確認され，

右に関し，ゲシェフ検事総長は，身柄引渡しに

必要な書類を作成すると述べた。なお，先週，

ボシュコフは，犯罪集団の画策，強制・脅迫，公

務員への贈賄，マネーロンダリング等を理由に

訴追され，国際指名手配された。同人は，賭博

業での５億レヴァの支払いを回避していたと見

られている。なお，１日に同検事総長は，ボシュ

コフが関与していた犯罪集団の一員として，欧

州逮捕令状が発出されていたベキャロフ氏が，

オーストリアで逮捕されたと述べた。 

専門検察局は，ボシュコフが率いるとされる犯

罪集団に対する裁判前手続きに含まれていな

かった資料に基づいて，殺人，強制，強姦に関

する調査を開始した。新しい裁判前手続きによ

れば，同犯罪集団は２０１２年から活動しており，

専門検察局は，他検察局から殺人事件及び殺

人未遂事件の調査に関わる情報を要求し，賭

博運営事業者に関連する殺人と強姦について

分析するという。 

 

◆ユーロ導入を巡る国民投票に反対する動き 

１１日，ブルガリアの主要な事業主団体及び労

働組合が，ユーロ導入を巡る国民投票に反対

する声明を発表した旨報じているところ，概要

以下のとおり。 

先週，ヴォリャ党のマレシュキ党首と再生党の

コスタディノフ党首は，ブルガリア人の５８％が

ブルガリアのユーロ圏参加に反対であるとの調

査結果を引用し，ユーロ導入を巡る国民投票の

実施を求めた。 

上述の国民投票に関し，１１日，主要な事業主

団体及び労働組合は，ユーロ導入を巡る国民

投票のキャンペーンを用いた，国民を操作する

試みに反対する旨の声明を発表し，同試みは

ブルガリアの EU 加盟条約に反すると述べた。

同時に，同団体代表者は，レヴァ・ユーロ間で

異なる為替レートが提案された場合には

ERMⅡからの撤退を決定する権限を政府に与

えた国民議会の決定を支持した上で，ERMⅡの

参加及びユーロ導入はブルガリアの義務だと

述べた。 

なお，ユーロ導入を巡る交渉過程で，欧州中

央銀行（ECB）から要請されたブルガリア国立銀

行法第２９条の改正により，ブルガリアの

ERMⅡ及びユーロ圏参加に対する最後の法的

障害が取り除かれた。 

 

◆ユーロ導入に向けた法律の発効 

１８日，官報は，ブルガリアが「ユーロ圏の待

合室」と呼ばれるＥＲＭⅡに参加するために改

正された様々な法律が２月２１日に発効する旨

公表した。ゴラノフ財務大臣は，本年４月末まで

にＥＲＭⅡに参加することを期待すると述べた。 

今次法改正は，ブルガリアがユーロ圏に参加

する際に１９９７年以来続いてきた固定為替レ

ート１ユーロ＝１．９５５８３８レヴァをレヴァ安に

するための圧力に屈し，国民の貯蓄が崩壊す

るとの恐怖に後押しされた。ユーロ圏に参加す

る国は，ＥＵ規則に従い自国通貨を変動相場制

にすることが求められており，今次法改正によ

って，ブルガリアは特殊な状況に置かれた。国

民議会は，財相及び中銀総裁に現行為替レー

トに変更がある場１７，ＥＲＭⅡに参加しないよ

う指示している。 

１７日，ボリソフ首相は，「本件に関して『完全

なコンセンサス』が得られるまでは，ブルガリア

を無理にユーロ圏に参加させることはない」とし

つつも，国民の激しい抵抗を考慮し，４月の有り

得べきＥＲＭⅡ参加を延期することは意味しな
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いと附言した。 

これに対し，右派連合「民主的ブルガリア」は，

「『完全なコンセンサス』が必要との説得力の無

い議論は，ユーロ圏に参加するための進展に

疑問を投げかける」としつつ，「ボリソフ首相は

何かを恐れているのか，或いは，ブルガリアに

とっての優先事項について政府が具体的な進

展を遂げる能力がないことを隠しているのでは

ないか。首相の発言は無責任で許し難い。この

ようなプロセスのせいで，ブルガリアにおけるユ

ーロに対するロシアのハイブリット攻撃が続い

ていく」と批判した。 

 

◆ＥＲＭ２参加に係るドンブロウスキス欧州委

員会副委員長発言 

２１日，ボリソフ首相とドンブロウスキス欧州委

員会副委員長は，ブリュッセルにおいて会談を

行った。同副委員長は，記者団に対し，「ブルガ

リアのＥＲＭⅡ参加に関し，ボリソフ首相は，ブ

ルガリアが引き続きＥＲＭⅡ参加に向けて取り

組んでいくことを明確にした。ＥＲＭⅡ参加に係

る決定を確実にするためのコミットメントの実施

状況について協議した。物事は概ね順調であ

る」と述べた。 

同副委員長は，「引き続き実施されることが必

要なので，我々は，銀行の資本再構成につい

ても議論した」と述べた。２０１９年にブルガリア

がＥＲＭⅡ参加申請を行った結果，ＥＣＢによっ

て資産のレビューが行われたが，「Fibank」と

「Investbank」については資本が不足しているこ

とが明らかとなり，両銀行は問題を解決するた

めの措置を執るよう勧告されている。 

同副委員長は，「勿論，我々は，為替レートに

係る多くの憶測についても話し合った。自分とし

ては，現在，レフがユーロに固定されている現

行為替レート以外の為替レートがあるとは思え

ないとだけは言える。過去にそのような前例は

なく，他の為替レートを求める経済的な理屈も

ない」と述べた。 

ボリソフ首相は同委員長に対し，「ブルガリア

は，完全なコンセンサスがあれば，ＥＲＭⅡに

参加する」と述べたが，ブルガリア政府は，７月

までは完全なコンセンサスを期待していない。

他方，ブルガリアは，４月中にＥＲＭⅡに参加す

ることが期待されている。ボリソフ首相は，２０２

７年度までのＥＵ予算を議論する際に，直ぐにコ

ンセンサスが得られることに楽観的ではない旨

発言し，オーストリア，デンマーク，スウェーデン

及びオランダの立場が硬化しているとの観測を

示した。同首相は，温室ガス排出対策が国家予

算内に収まっていることを確認し，ブルガリア北

部や北西部等，欧州で最も貧しく過疎化が進ん

でいる地域への追加財政支出を担保するのが

先であると述べた。同首相は，仮に２０２１～２７

年ＥＵ予算枠組みについてコンセンサスが得ら

れるとすれば，より良い未来，持続可能な発展，

欧州内の格差是正の名の下に思慮深い妥協が

行われる必要があろう旨主張した。 

 

◆労働・社会政策省が発表した労働法改正案 

２１日，ジャーナリスト向けセミナーにおいて，

サチェヴァ労働・社会政策大臣が， 労働・社会

政策省による労働法改正案について説明した。 

労働・社会政策省は，従業員の年次有給休暇

取得に要する最低勤務期間を８ヶ月から４ヶ月

に短縮すべきと提案した。また，雇用主が特定

の従業員グループに対して，年間最大３００時

間の時間外労働を交渉可能とする提案も発表

した。なお，現行の１５０時間の制限は，標準的

な限度として変更は無いという。 

労働法の追加条項に経済部門（economic 

secotor 及び economic branch）の定義付け，並

びに，団体交渉及び労働協約の範囲拡大に関

する既存の条項の具体化が必要となる。また，

未申告の労働者の使役に対する罰則は，三回

以上の違反に適用されることとなる。  

また，教員組合の要請を受け，同省は，教員

年金基金に加入している場合，教員の同意無し

に，強制的な退職は法的に不可能にするべきと

提案した。 



 １０ 

その他，多くのブルガリア人が，国際連合

（UN）や欧州委員会（EC），国際通貨基金（IMF）

等の国際機関で勤務しているとし，国際機関で

働くブルガリア人に勤務時間を認めると提案し

た。  
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ブルガリア内政・外交の動き(２月) 

  在ブルガリア大使館 

  

1（土）  

2（日） 

3（月）  

4（火）  

5（水） ☆ボリソフ首相のベルギー訪問：欧州委員会委員長及び欧州理事会議長との会談 

★マケイ・ベラルーシ外相のブルガリア訪問 

6（木）  

7（金）  

8（土）  

9（日）  

10（月） ★パーマー米国務次官補（欧州・ユーラシア担当）のブルガリア訪問 

11（火）  

12（水）  

13（木）  

14（金）  

15（土） ☆ボリソフ首相のミュンヘン安全保障会議出席 

16（日）  

17（月）  

18（火）  

19（水）  

20（木）  

21（金）  

22（土）  

23（日）  

24（月） 新型コロナウイルス対策センターの設立 

☆ザハリエヴァ外相のギリシャ訪問：西バルカン諸国の欧州統合に係るハイレベル会合出席 

★ヘルマン・バイエルン州内相のブルガリア訪問 

★ヨハンソン欧州委員会内務担当委員のブルガリア訪問 

25（火） ★アナスタシアディス・キプロス大統領のブルガリア訪問 

26（水）  

27（木）  

28（金）  

29（土）  

 

★来訪 ☆往訪 
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ブルガリア経済指標の推移（出典：国家統計局，中央銀行，財務省（日本）貿易統計） 
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ブルガリア主要経済指標 （出典：中央銀行） 

 

＜GDP成長率と国民一人当たりGDP>
2016 2017 2018 2019 2019 Q1 Q2 Q3 Q4

GDP成長率 (％) 3.8 3.5 3.1 3.4 4.5 3.6 2.8 2.7

GDP per Capita (BGN) 13,341 14,459 15,615 n/a n/a n/a n/a

＜財政収支＞
2016 2017 2018 2019 2019 Q1 Q2 Q3 Q4

財政収支 （million BGN) 85.2 1,120.3 1,921.1 1,481.3 1,534.7 576.8

財政収支GDP比 (％ of GDP) 0.1 1.1 1.8 1.2 1.3 0.5

一般政府総債務 (％ of GDP) 29.3 25.3 22.3 19.8 19.8 20.2

＜失業者数及び失業率＞
2016 2017 2018 2019 Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb

失業者数 （千人） 261 232 201 195 184 175 170 173 173 173 183 189 195 205 203

失業率 （％） 8.0 7.1 6.1 5.9 5.6 5.3 5.2 5.3 5.3 5.3 5.6 5.8 5.9 6.3 6.2

＜消費者物価上昇率と月額平均賃金＞
2016 2017 2018 2019 Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb

消費者物価上昇率 （％）（前期比） 0.1 2.8 2.7 3.8 0.5 0.1 -0.6 0.8 0.1 -0.3 0.8 0.5 0.7 0.9 0.1

月額平均賃金 (BGN) 948 1,037 1,146 1,281 1,246 1,253 1,257 1,224 1,266 1296 1294 1349.0

＜対外債務＞ 26842.6

2016 2017 2018 2019 Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb

政府部門対外債務 (million EURO) 7.234.0 6,343.6 6,124.2 6,190.6 5,933.4 5,952.0 5,970.2 5,988.9 5,970.9 5,977.0 6,181.3 6,230.8 6,190.6

民間部門対外債務 (million EURO) 27,421.3 27,867.7 27,031.7 27,921.5 28,013.7 27,919.3 28,018.5 28,471.6 28,286.1 28,324.0 28,276.9 28124.7 27921.5

＜対内直接投資と貿易収支＞
2016 2017 2018 2019 Apr May Jun Jul Aug Sep Oct Nov Dec Jan Feb

対内直接投資 (million EURO) 927.2 1,618.9 1,027.9 1,092.4 311.9 306.2 391.3 773.1 857.0 931.3 1,032.1 1149.2 1092.4 15

貿易収支（FOB-CIF) (million EURO) -984.4 -765.8 -1,858.0 -1,685.7 -569.3 -843.4 -948.1 -1,095.5 -1,099.6 -1,099.1 -1,277.6 -1300.6 -1685.7 -42.2

輸出（FOB） (million EURO) 23,103.6 26,950.0 27,744.2 28,875.8 9,371.4 11,764.8 14,085.0 16,755.6 19,173.3 21,626.8 24,385.3   27,035.2  29093.7 2513.1

輸入（CIF） (million EURO) 24,088.0 27,715.9 29,602.2 29,003.8 9,940.6 12,608.2 15,033.1 17,851.1 20,272.9 22,826.0 25,662.9   28,335.8  30779.4 2555.2  


